
ＪＡＰＩＣ 海洋資源事業化委員会 提案概要 

 

海洋新産業の創出に向けた海底熱水鉱床の早期開発 

 

 

【提案の趣旨】 

日本は、世界第 6 位の広大な EEZ 面積を有し、この中には鉱物資源を採取できる可能性

のある鉱床の存在が確認されており、今後の調査結果によってはその可能性は更に高まる。 

現在、日本は鉱物資源の多くを輸入に頼っており、資源セキュリティーの観点からも日

本の EEZ 内に存在する海底鉱物資源の開発、特に比較的取り組み易い海底熱水鉱床の開発

に早期に着手する必要がある。 

そこで、国家プロジェクトとして、『官民役割分担による資源量の把握』、『実海域パイロ

ット・プロジェクトの実施』を早期に実施することを提案する。 

 

【提案の背景】 

・海洋新産業創出における期待される効果 

→海洋新産業を創出することによる経済波及効果高く、新規雇用創出ができる。 

 （ＪＡＰＩＣ試算：海底資源の推定賦存量 300 兆円、経済波及効果 8 兆円 新規雇用者数 10 万人） 

→海洋資源開発に関るプロジェクト・マネージメントの構築及び資源開発技術による海外

進出及び海外資源権益の確保ができる。 

→安定的な資源確保を実現する。 

→資源メジャーによる寡占化･資源ナショナリズムの高揚等の「陸上資源制約」に対する

重要な対抗策･代替策が確保できる｡ 

→クリティカルメタル自給率と価格安定性の改善に資する｡ 

 

・なぜ海底熱水鉱床開発を今行うのか 

→海底熱水鉱床開発を端緒に、早期に海洋新産業を立ち上げ、世界をリードする。 

→純国産資源を開発する。 

 

・なぜ国家プロジェクトが必要なのか 

→経済性/技術性リスクが高い段階では、民間企業は、投資家の同意を得難くＲ＆Ｄ拠出

できない。 

→純国産資源の開発により国益を確保する。 

 

・なぜ海底熱水鉱床開発なのか 

→日本の産業に必要なクリティカルメタル(銅･鉛･亜鉛･金･銀･レアメタル)が多く、例えば、陸

域の銅鉱山よりも含有率が高い。 

→他の開発可能な鉱物資源に比べて、既存インフラを利用でき、投資額が少なくてすむこ

とが予想される。 

→分布は、水深が比較的浅く広範囲に鉱床が賦存している。 

【資料２】 
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提 案 

 

■提案 1：早期に『官民役割分担による資源量の把握』をする。 

民間に概略調査・精密調査を委託することにより、政府機関による詳細調査を加速さ

せ、日本のＥＥＺ全体に存在する海底熱水鉱床の資源量を早期に把握することができる。 

 

  

 

 

■提案 2：早期に『実海域パイロット・プロジェクト』を実施する 

国主導による『実海域パイロット・プロジェクト』を早期に実施することにより、『技

術開発』や『環境影響評価のデータ取得』による技術・経験を世界に先行して活用できる。 

 

 

 

 

【全体スケジュール】 

 

＊赤線が今回の提案 1.2 

Ｈ25年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度以降

資源量の
把握

技術開発

事業化

法整備

産業化

調査計画・準備[1年]

概略調査[2年]

伊豆・小笠原弧火山フロント周辺及び背弧域、沖縄トラフ、九州パラオ海嶺

精密調査(1)[4年]

精密調査(2)[4年]

精密調査(3)[4年]

詳細調査（ボーリング等の品位・資源量調査）

要素技術開発

実証事業 F/S

事業化支援関連法の整備（環境、助成等）

実海域パイロットプロジェクト （採鉱・揚鉱）

産業化
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